
　 　

１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

理 事 長 狭川　真一 R9.6

専 務 理 事 市本　芳三 R9.6 常勤

理 事 秋山　芳廣 R9.6

理 事 網　　 伸也 R9.6

理 事 今井　　 渉 R8.6

理 事 惠谷　浩子 R9.6

千円 理 事 河村　陽一郎 R8.6

千円 監 事 德永　浩司 R8.6

千円 監 事 鳴澤　成泰 R9.6

千円

千円

千円 　 　

千円

２．役職員の状況 （単位：人）

　

　 府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

1 0 0 0 0 1 0

9 0 1 0 0 8 0

1 0 0 1 役員の定数・任期・選任方法

0 0 0 0 0 0 0 定数 理事 5 名以上10名以内

29 0 0 29 監事 2 名以内

3 0 0 0 0 6 0 任期 理事 2 年

33 0 0 0 0 36 0 監事 2 年

5 0 0 8 選任方法

30 人）の

年間給与手当支給額平均 7,132 千円 平均年齢

職
員

プロパー職員 29

33

3

0

常勤以外の職員 6 0

0.6%

　大阪府の実質的な出捐

府OB

プロパー職員（ 給与に関する状況（令和６年度）

0

0

その他

一
般
職 0

0

理事及び監事は、評議員会の決議により、選任する。
理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事
の中から選出する。

非常勤役員

プロパー職員

千円

主　な
出捐団体

（出捐割合）

48.7

（基本財産）

4.3%

令和６年度

出捐総額

備考

700

94.3%

116,700

【各年度７月１日時点】

1

　

 歳

常勤職員計

昭和４７年１１月２８日

86.1%

https://www.occh.or.jp

【令和７年７月１日現在】

設立年月日代 表 者 名 理事長　　狭川　真一

教育庁文化財保護課法人所管課０７２（２９９）８７９１電 話 番 号

旧（財）大阪府博物館協会

公益財団法人　大阪府文化財センター

100,500

10,000

パナソニック（株）

宗教法人四天王寺

（公財）大阪府文化財センター事務局長

5,000

公認会計士・税理士

　一般財団法人または公益財団法人移行年月日 平成２３年４月１日

設立目的

堺市南区竹城台３－２１－４ Ｈ Ｐ ア ド レ ス所 在 地

近畿大学教授

500 0.4%

大阪府

大阪府における文化財の調査、研究及び保存を行い、文化財の保護と活用を図り、もって大阪府
民の文化財に対する理解と認識を深め、その文化的向上に資するとともに、我が国の文化の発展
に寄与することを目的とする。
（平成１４年４月、財団法人大阪府博物館協会と統合。同法人の事業、職員等を継承）

（独）国立文化財機構奈良文化財研究所文化遺産部警官研究室長

8.6%

現職名

　

歴史街道推進協議会事業推進部担当部長

役
員

常勤役員

管
理
職

0

その他の団体

0

116,700

令和５年度

その他

（元大阪府立中之島図書館館長）

9

1

110,000

0

令和７年度



３．主要事業の概要　

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

公益財団法人　大阪府文化財センター

【事業規模（事業費）】

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
備　　考

実績
大阪府域における道路、住宅等の開発事業に伴う
事業者（国・大阪府・公社・府内市町村等）からの埋
蔵文化財発掘調査の受託全事業合計に占める割合 57.1% 91.5% 87.1% 86.0% 91.5%

実績 当初予算 実績 当初予算

埋蔵文化財調査の受託事業 368,515 459,945 451,664 423,413 596,132

事　　業　　名

当財団が所有する日本民家集落博物館の管理・運
営全事業合計に占める割合 3.2% 4.0% 8.4% 9.3% 4.4%

日本民家集落博物館事業 20,407 19,900 43,497 45,959 28,810

泉佐野市立歴史館いずみさのの管理運営受託（指
定管理）全事業合計に占める割合 3.5% 4.5% 4.5% 4.7% 4.0%

歴史館いずみさのの受託事業 22,895 22,818 23,246 22,976 26,244

文化財資料活用事業
全事業合計に占める割合 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

文化財資料活用事業 5,134 103 123 148 133

府立弥生文化博物館、府立近つ飛鳥博物館及び近
つ飛鳥風土記の丘の管理・運営受託（指定管理）
R4年度末、指定管理者事業満了全事業合計に占める割合 35.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

①～④以外の事業 228,047 0 0 0 0

全事業合計 644,998 502,766 518,530 492,495 651,319



【事業計画及び事業実績】

（１）埋蔵文化財発掘調査、遺物整理事業１　埋蔵文化財調査の受託事業
31件（うち発掘調査23件17,893㎡） 35件（うち発掘調査27件14,791㎡） 34件（うち発掘調査25件26,140㎡）

事　項
事　業　量　

備　考
令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

事　業　名

年間目標入館者数　29,300名 年間入館者数　26,912名 年間目標入館者数　32,200名

（１）展示公開事業（展示事業） 常設展示　304日間 常設展示　304日間 常設展示　304日間

２　日本民家集落博物館事業

市民展示　5回 市民展示　8回 市民展示　5回

企画展示　1回 企画展示　1回 企画展示　1回

（２）講演会解説事業 展示民家解説　通年 展示民家解説　通年 展示民家解説　通年

（３）体験学習・学校教育連携事業 季節行事　6回 季節行事　8回 季節行事　7回

　　（各種催し事業・学校教育連携事業） 参加体験型事業　7件 参加体験型事業　   ８件 参加体験型事業　8件

校外学習受入れ  　60件 校外学習受入れ  　66件 校外学習受入れ  　60件

（４）資料収集・提供事業 映像作品撮影協力　1件 映像作品撮影協力　8件 映像作品撮影協力　1件

（５）普及・広報事業（広報事業） 催し案内作成　4回 催し案内作成　4回 催し案内作成　4回

学校等への利用促進活動　82回 学校等への利用促進活動　88回 学校等への利用促進活動　90回

動画の配信　4件 動画の配信　4件 動画の配信　4件

（６）保存修理・施設整備事業 R5年度台風による屋根被害等の補修展示民家屋根、棟飾補修 展示民家茅葺屋根補修

（１）展示公開事業 年間目標利用者数　9,000名 年間利用者数　14,342名 年間目標利用者数　8,500名３　泉佐野市立歴史館いずみさの事業
（指定管理） 　　　常設展示  295日間 295日間 293日間

　　　特別展・企画展 特別展・企画展　3回 特別展・企画展　4回 特別展・企画展　3回

　　     エントランスホール展示（エントランスホールの運営） 歴史館ギャラリー　2回 歴史館ギャラリー　2回 歴史館ギャラリー　1回

（２）講演会事業 講演会・講座　13回 講演会・講座　24回 講演会・講座　12回

（３）体験学習事業（学校教育連携） 小学校団体受入れ　6件 小学校団体受入れ　2件 小学校団体受入れ　2件

　　　（学校教育連携） 出前授業　7回 出前授業　11回 出前授業　7回

　　　（普及事業） WS・出張WS　12回 WS・出張WS　27回 WS・出張WS　12回

（４）資料収集・提供事業（広報広聴活動） 「歴史通信いずみさの」刊行　1回 「歴史通信いずみさの」刊行　1回 「歴史通信いずみさの」刊行　1回

年2回開催、参加者延べ  20,836名 年2回開催、参加者延べ  　6,000名

（５）文化財共同研究事業等 文化財共同研究事業等2件

（５）人材育成事業 中学生職場体験・博物館実習　1回 中学生職場体験・博物館実習　1回 中学生職場体験・博物館実習　1回

４　文化財資料活用事業 （１）発掘調査現地説明会・現地公開事業 年2回開催、参加者延べ      200名 年3回開催、参加者延べ      644名 年4回開催、参加者延べ      400名

文化財共同研究事業等1件 文化財共同研究事業等2件

（６）文化財資料提供事業 発掘調査成果活用件数         90件 発掘調査成果活用件数        67件 発掘調査成果活用件数         67件

動画配信2件、視聴者数    3,000名 動画配信1件、視聴者数    1,108名 動画配信2件、視聴者数    400名

（２）文化財講演会事業 年46回開催、参加者延べ  1,794名 年47回開催、参加者延べ  2,388名 年46回開催、参加者延べ  2,337名

（３）文化財体験学習事業 年2回開催、参加者延べ      　40名 年2回開催、参加者延べ      24名 年2回開催、参加者延べ      　24名

（４）文化財展示会事業 年2回開催、参加者延べ  　6,000名



４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和７年度
実績 実績 当初予算 実績 当初予算

7,115 7,115 7,115 8,096 8,315
7,068 7,068 7,068 7,068 7,068

47 47 47 47 47

0 0 0 981 1,200

403,899 266,031 168,187 149,257 112,599
（随契） 186,992 266,031 168,187 149,257 112,599

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

411,014 273,146 175,302 157,353 120,914

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 0 0 　
0 0 0 　

委　託　料

（
内
訳

）

埋蔵文化財発掘調査委託料

貸　付　金 　

その他（分担金・負担金・出捐金等）

埋蔵文化財発掘調査に係る委託料（開発事業者負担分）

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

合　　　　　計

区　　分

0 0 R4年度末、指定管理者事業満了
弥生文化博物館、近つ飛鳥博物館及び
近つ飛鳥風土記の丘管理運営委託料

（指定） 216,907 0 0

公益財団法人　大阪府文化財センター

区　　分
令和６年度

補助金、委託料等の内容

補　助　金 　

（
内
訳

）

文化財保存事業（日本民家集落博物館展示公開事業）費補助金 日本民家集落博物館の展示公開事業に係る補助金

文化財保存事業（府指定文化財保存修理事業）費補助金 日本民家集落博物館の展示民家保存修理に係る補助金

文化財保存・活用事業費（指定文化財管理）補助金 日本民家集落博物館の展示民家の自動火災報知機の法定点検に係る補助金



　 公益財団法人　大阪府文化財センター

５．財務状況 (単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価
1,624,017 1,600,910 1,709,722 108,812

87,467 107,610 91,113 △ 16,497
現金預金 53,483 67,799 53,332 △ 14,467
未収金 30,894 35,740 37,278 1,538
その他流動資産 3,090 4,072 503 △ 3,569

1,536,550 1,493,300 1,618,610 125,310
基本財産 116,700 116,700 116,700 0
特定資産 1,199,128 1,155,205 1,283,401 128,196
その他固定資産 220,722 221,395 218,509 △ 2,886

546,136 649,031 616,016 △ 33,015
72,481 331,742 88,257 △ 243,485

短期借入金 0 0 0 0
未払金 29,006 49,079 28,753 △ 20,326
その他流動負債 43,475 282,662 59,504 △ 223,158

473,654 317,290 527,760 210,470
長期借入金 0 0 0 0
各種引当金 336,054 317,290 305,639 △ 11,651
その他固定負債 137,600 0 222,121 222,121

1,077,881 951,879 1,093,706 141,827
204,158 204,418 324,245 119,827
873,724 747,460 769,462 22,002

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

　

貸
借
対
照
表

資産合計

（特定資産）
特定資産の増加については、寄附（指定正味
財産）を受け、埋蔵文化財活用資産（121,074
千円）を新規に設けたことが主な要因である。

（その他流動負債）
その他流動負債の減少については、中部調査
事務所用地の原状回復義務に係る資産除去
債務（222,121千円）をR5年度には流動負債に
計上していたが、計画の見直しを行うためR６
年度は固定負債に振り替えたことが主な要因
である。

（その他固定負債）
その他固定負債の増加については、上記のと
おり、中部調査事務所撤去に係る資産除去債
務（222,121千円）を固定負債に振り替えたこと
が主な要因である。

流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債

正味財産合計
指定正味財産
一般正味財産



公益財団法人　大阪府文化財センター

(単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

経常収益 675,861 475,925 533,292 57,367
基本財産運用益 1,924 1,924 1,924 0
特定資産運用益 6,621 6,563 6,790 227
受取会費 0 0 0 0
事業収益 653,212 455,518 509,676 54,158
受取補助金等 9,809 9,421 10,462 1,041
受取負担金 0 0 0 0
受取寄附金 2,132 1,012 2,376 1,364
その他の収入（受取利息収入等） 2,164 1,488 2,065 577

経常費用 831,029 602,178 510,183 △ 91,995
事業費 813,222 585,044 496,786 △ 88,258
管理費 17,806 17,134 13,397 △ 3,737

△ 155,168 △ 126,253 23,109 149,362
経常外収益 0 0 0 0
経常外費用 36 11 1,107 1,096
　　　　 その他経常外損失 36 11 1,107 1,096

△ 36 △ 11 △ 1,107 △ 1,096
155,204 △ 126,264 22,001 148,265

　　　　 受取寄附金 247 218 121,332 121,114
　　　 受取会費 960 1,070 885 △ 185
　　　　 一般正味財産への振替額 △ 2,149 △ 1,027 △ 2,391 △ 1,364

△ 942 261 119,826 119,565
1,077,881 951,879 1,093,706 141,827

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

（事業収益）
事業収益の増加については、埋蔵文化財調査
事業の事業増（55,180千円）が主な要因であ
る。

（事業費）
事業費の減少については、中部調査事務所用
地の原状回復義務に係る資産除去債務の計
上がR5年度で完了したことに伴う減（84,521千
円）が主な要因である。

（受取寄附金）
受取寄附金の増加については、一般財団法人
大阪市文化財協会からの寄附（121,074千円）
が主な要因である。

当期経常増減額

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額

　

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

 （指定正味財産増減の部）

正味財産期末残高
当期指定正味財産増減額



公益財団法人　大阪府文化財センター

(単位：千円）　

保有総額＜令和6年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

3,120 3,120 12,217 9,097

298,155 262,970 264,500 1,530

32,309 22,725 21,493 △ 1,232

153,612 98,686 16,286 △ 82,400

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

公益事業費用／経常費用 97.9% 97.2% 97.4% 0.2%pt

人件費／経常費用 40.1% 48.0% 58.5% 10.5%pt

自己収入／経常収益 98.3% 97.6% 97.7% 0.1%pt

流動資産／流動負債　 120.7% 32.4% 103.2% 70.8%pt

借入金残高／負債・正味財産合計　 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%pt

流動比率

0

保有総額（Ａ）＜令和7年3月31日時点＞

役員人件費

公益目的事業比率

人件費比率

退職給付費用

（流動比率）
流動比率の増加については、流動負債のうち
中部調査事務所撤去にかかる資産除去債務
による減（222,121千円）が主な要因である。

0

（役員人件費）
役員人件費の増加については、専務理事はR5年度までは現役職員（職員人
件費）であったが、職員を退職したことからR6年度は役員人件費（7,879千円）
としたことが主な要因である。
（減価償却費）
減価償却費の減少については、中部調査事務所用地の原状回復義務に係る
資産除去債務の計上がR5年度で完了したことに伴う減（84,521千円）が主な要
因である。減価償却費

主要経営指標

自己収入比率

職員人件費

時価評価額（Ｂ）＜令和7年3月31日時点＞
仕組債の保有状況

借入金比率

主な経常費用



Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 R５実績値 R６目標値

R６実績値
（※１）

ウエイト
得点

（※２）
小計

（※３）

1,200,000 1,142,825 4 0円

※２　目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

※１　網掛けは目標達成項目。

0
効率的な経営
（博物館事業の効果的実施）

利用者一人あたり経費
（事業費／利用者数）

1,288,276

930

3

8

26,912

8 8

98

オンライン動画の制作・配信数 件 6

8

学校等への営業件数（プロセス）

外国人入館者数（プロセス）

日本民家集落博物館入館者数 人 25,204

　23/32

【72％】

賛助金・寄附金

88

29,300

0101113

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

件

貸部屋等施設利用件数 件

△ 126,253

博物館利用者の拡大

4

公益財団法人　大阪府文化財センター

６．R６年度　経営目標の達成状況

戦略目標 成果測定指標

① 埋蔵文化財発掘調査成果の活用
40/40

【100％】

※３　小計の【　　】は得点率。

発掘調査の現地公開・セミナー等の実施
件数

件 63 56 56 40 40

人 2,625 2,670 3,848 4 4②

80

1,469 1,487 10 10

4 8

924 1,003 4

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

4

円

82

20/28

【71％】
③

（効率的経営の推進）
埋蔵文化財調査担当者一人あたりの調査
面積

㎡ 2,246

（民家集落博物館展示民家保存修理のための自
主財源の確保）

0 23,109 10 10（安定的財基盤の確立） 当期経常増減額 千円



点数（合計）

83

７．法人による評価結果

法人の総合的評価結果

・最重点目標に掲げた埋蔵文化財発掘調査成果の活用は、発掘現場を府民に公開する現地説明会、調査成果を発表する講演会、調査を実施した市町村へ成果を還元できるよう地元
博物館と連携した展覧会を実施し、目標を達成することができた。府立博物館との連携では、狭山池博物館との共催展示会において府民への発掘調査成果の還元に務めた。
・埋蔵文化財調査事業は、事業者側の計画変更や着手遅延により、事業縮小があった一方、年度途中からの新規事業受託に努め、事業量を確保することができた。
・日本民家集落博物館の入館者数は、猛暑等や天候不順もあり目標を達成することはできなかった。営業（広報）に関しては大阪府内ホテルや展示民家の元所在地自治体の大阪事務
所へ出向き、来館誘致活動を実施した。また、ホームページやSNS等を通じて行事や季節に応じた魅力を発信し、民家を活用したコンサートやコスプレ等のイベントの誘致など趣向の異
なる企画等、入館者増につなげる企画により、入館者数増に努めていきたい。
・財政面では、日本民家集落博物館では入館料を年度下半期から26年間以来の改定を行い、一定の収入増となったが人件費等増のため収支相償には至らなかった。埋蔵文化財調査
事業は受託が増加し、収支が改善した。埋蔵文化財調査は国や府が主導する公共事業が主であるが、これまで同様、府内市町村の文化財行政を補完する事業の受託も努める。
・大阪府の文化財行政を補完する法人として、埋蔵文化財の発掘調査を実施するとともに、府民の大切な地域資源である発掘調査の成果について、文化財資料活用事業や博物館事
業を通じて府民に伝え、還元していく役割を果たすため、積極的に推進していきたい。



８．府の審査・評価の結果

点数（合計） 役員業績評価

83 B

  

《参考》９．「令和７年度大阪府行政経営の取組み」における方向性（令和７年２月）   

公益財団法人　大阪府文化財センター　

○存続
・府・市町村が実施する文化財調査事業の補完及び文化財の普及啓発を行う

審査の結果

・最重点目標に掲げた埋蔵文化財発掘調査成果の活用につ
いては、発掘調査の現地公開・セミナー実施・博物館との共催
展示等により、調査実施市町村・府民への還元につながる普
及活動ができた。

・日本民家集落博物館の入館者数については、猛暑や天候不
順により来館者数の増大が期待できる時期での減少により目
標達成に至らなかった。

・令和７年度は引き続き発掘調査の実施・成果の活用による普
及活動を実施するとともに、博物館利用者の拡大については、
SNS等を活用した幅広い魅力の発信、開催内容に工夫を凝ら
した企画の取り組み強化を期待する。

経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

（評価）
・最重点目標である埋蔵文化財発掘調査成果の活用については、発掘調査の現地公開・
セミナー実施・博物館との共催展示等を実施し、目標を達成できたことは評価できる。
・日本民家集落博物館の入館者数については、猛暑や天候不順により入館者の増大が期
待できる時期に入館者の確保できていない状況。外国人入館者数、学校等への営業件数、
オンライン動画の制作・配信数については目標を達成しており、引き続き入館者数の増加
に繋がる積極的な取組みが必要である。

（指導・助言）
・引き続き発掘調査の実施・成果の活用による普及活動を実施するとともに、博物館利用者
の拡大については、SNS等を活用した幅広い魅力の発信に加えて、昨年度から取り組んで
いる民間事業者と連携したイベント等、様々な年齢層に向けた企画の強化に努めること。



公益財団法人　大阪府文化財センター

ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

《参考》１０．経営目標設定の考え方

○府が実施する文化財発掘調査の補完

及び普及啓発を行なう

・将来にわたり公正かつ正確な調査の

履行を担保する安定した法人運営

・博物館の効率的な運営や多様な活用

を進める

■ 大阪府の施策

・文化財の発掘と適切な保存・活用

・文化財等に親しむ機会の充実

１ 府域における文化財普及・啓発

・発掘調査成果の発信

・発掘調査資料の活用

２ 博物館事業の効果的実施

・多様な博物館利用者の拡大

3 法人運営の安定化

・正味財産の安定的確保

・発掘調査の効率化

① 埋蔵文化財発掘調査成果の活用

・発掘調査の現地公開・セミナー等の実施件数
【45件(R3実績) → 60件(R８)】

② 博物館利用者の拡大

・日本民家集落博物館入館者数
【17,634人（R3実績） → 37,500人（R８）】

・学校等への営業件数
【65件（R3実績）→ 85件（R８）】

・外国人入館者数
・オンライン動画の制作・配信数
・貸部屋等施設利用件数

③ 効率的な経営

・利用者一人あたり経費
【1,546円（R3実績）→ 807円（R８）】
・埋蔵文化財調査担当者一人あたりの事業収益
・当期経常増減額
【△174,343千円（R3実績）→ 0千円（R８）】
・賛助金・寄附金
【5,647,430円
（1,112,430円[民家補修のためのクラウドファンディング
除く]）（R3実績）→1,200,000円（R８）】



公益財団法人　大阪府文化財センター

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意） 戦略目標達成のための活動事項

最重点とする理由、
経営上の位置付け

当法人では、令和４年度に策定した中期経営計画のビジョンとして、以下の３本柱を設定している。
　①【文化財を後世に】 ⇒ 遺跡の発掘から歴史の解明
　②【文化財を身近に】 ⇒地域の歴史学習への寄与
　③【文化財で心を豊かに】 ⇒ 「温故知新」で文化力向上
　具体的には、①「高質な発掘調査を継続して実施し、開発によって失われる遺跡の正確な記録を残す」、②「文化財資料活用
事業や博物館管理運営事業を通して、府民や明日を担う子ども達に文化財の大切さや魅力を具体的に伝える」、③「文化財を通
して、先人の知恵と工夫を学び、これを府民に伝える」ことを目指している。
　人口減少社会の到来が現実となる中、平成31年４月に施行された改正文化財保護法では、これからの文化財保護行政は、従
来までの保存重視から保存と活用を一体的に推し進め、地域社会全体で文化財を次世代に継承していくための取り組みを行う
必要があることが強く打ち出され、地域固有の文化財を通じて、住民が地域に愛着や誇りを見出し、個性的で活力のあるまちづ
くりに寄与することが期待されている。当法人が約半世紀にわたって手掛け、蓄積してきた埋蔵文化財の調査成果は、府民に
とって大切な地中に埋もれた地域資源であり、これを府民に伝えていくことは、当法人の大きな使命の一つであると考えている。

発掘調査現場の現地公開の促進
　　・現地説明会の開催
　　・地域住民を対象とした現地公開の実施
　　・地元学校の見学受け入れ
　　・HPやSNSを活用した発掘調査成果の発信
　

発掘調査資料の活用・公開
　　・府内自治体や府立博物館と連携した速報展示や講演会等の実施
　　・泉佐野市立歴史館いずみさの（指定管理）における展示企画での積極的活用

学校教育との連携
　　・発掘現場への近隣小学校の見学誘致
　　・高校生の考古学体験の受け入れ
　　・大学との連携による考古学関連の講義

民間企業との連携
　　・近鉄文化サロンと連携した連続講演会を実施
　

多様なニーズに合わせた情報発信
　　・ホームページなどによる情報発信機能の充実
　　・YouTube等による動画配信
　　・SNSを活用した情報発信
　　・報道提供によるマスメディアによる情報発信

百舌鳥古市古墳群世界文化遺産との連携
大阪府立弥生文化博物館、近つ飛鳥博物館、狭山池博物館との連携
　　・大阪府施策への協力

課　題：
　発掘調査現場の現地公開では、タイトな調査期間の中で、その準備に関して十分な時間を費やすことが困難となることも多い。
　コロナ禍を経験し、府民の発掘調査情報を得る手段が多様化している。
 
改善点：
　現地説明会などの開催が困難な場合においては、ドローンによる空中撮影や測量データから得た３D画像など臨場感のある動
画を加えて制作し、YouTubeを活用してホームページ上でＷｅｂ現地説明会を開催する等、アフターコロナ時代を見据えた多様な
ニーズに合わせた新しい文化財資料活用事業のあり方を確立する。

活動方針

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

・府内自治体や民間企業等の関連団体との連携をさらに強固なものとし、当法人が培ってきた企画力と専門分野の知識をもつ
豊富な人材、民間企業がもつ広報力とネットワークを相互に活用し、Win-Winの関係で事業を進める。

・文化財に対する府民の興味・関心を一層呼び起こし、理解が深まるよう、大阪府や関連自治体と連携する。
　大阪府内の博物館施設等で実施する展示事業等を通じて地域の文化財の周知に寄与する。

・府民が情報を得る手段の多様化に対応し、インターネットでの動画配信等これまでの方法とは異なる手法で発掘調査成果等の
情報発信を行う。

《参考》１１．R７年度　目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値 R７目標値
ウエイト
（R７）

中期経営計画
最終年度

目標値（R８）

① 発掘調査の現地公開・セミナー等の実施件数 件 63 56 58 40 60埋蔵文化財発掘調査成果の活用



公益財団法人　大阪府文化財センター

※ （　　)は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

・服部緑地の指定管理者など民間事業者等との連携や、民家を活用し
たコンサートやコスプレ等のイベントの誘致など趣向の異なる企画等に
より入館者増につなげる。
・館内における四季折々の花々の開花状況やイベントの開催状況、展
示民家や民具に関連する情報を様々な媒体で発信し、博物館の魅力を
広く周知する。

・展示民家を句会、展示会、撮影会等の会場として、貸出利用を広く発
信することで、博物館の魅力を広く周知し、活用を促進

1,142,825 1,200,000

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、　コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

効率的な経営
（博物館事業の効果的実施）

利用者一人あたり経費
（事業費／利用者数）

円 924

98

4 1,200,000
・企業等からの賛助金の休止・減額が続くなかにあって、広報活動を進
め、賛助金の提供再開を働きかける
・個人に対して、イベント時に積極的に呼びかける

807
・ホームページ・SNSなどインターネットによる情報発信を強化し、新たな
来館者層の開拓を行う

（民家集落博物館展示民家保存修理のた
めの自主財源の確保）

賛助金・寄附金 円 1,288,276

4

101

28,912 32,200 8

②

日本民家集落博物館入館者数

125 4

人

中期経営計画
最終年度

目標値（R８）

25,204

-

オンライン動画の制作・配信数 件 6 4 4 4 -

学校等への営業件数（プロセス）

外国人入館者数（プロセス）

戦略目標達成のための活動事項
ウエイト
（R７）

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値

博物館利用者の拡大

37,500

貸部屋等施設利用件数 件

R７目標値

・展示民家の解説動画など、オンラインを活用して博物館の情報を効果
的に発信することで、博物館の魅力を高め、来館意欲を喚起

人 2,625 3,848 3,850 4 - ・旅行会社や宿泊施設への広報や外国語表記の博物館案内提供

80 88 90 8 85
・学校への継続的な誘致活動の実施
・展示民家の元所在地自治体や旅行関連機関や施設への広報

件

・事業者と事前協議を綿密にとることにより遅延なく計画どおり遂行
・当初計画以降の調査要望には柔軟に対応し、受託できる方向を調整

③

・埋蔵文化財発掘調査の事業確保に加え、日本民家集落博物館事業
において、来館者・施設利用者の増加を図り、収支相償を目指す

（効率的経営の推進） 埋蔵文化財調査担当者一人あたりの事業収益 千円 （18,341） （20,525） 22,873 10 -

　（安定的財基盤の確立） 当期経常増減額 千円 △ 126,253 23,109 0 10 0

1,003 950


